（案）

大阪・関西万博きょうとアクションプラン・フラッグシップアクション「LIGHT CYCLES KYOTO」実施運営に関する業務協定書
京都府立植物園アートナイトウォーク実行委員会（以下「甲」という）と、（　　　　　　）（以下「乙」という。）とは、次のとおり業務協定契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（目的等）

本契約は、令和７年度大阪・関西万博きょうとアクションプラン・フラッグシップアクション「LIGHT CYCLES KYOTO」事業（以下「本事業」という。）を円滑に実施するために、甲及び乙が協力して事業推進することを目的とする。
２　甲及び乙は、植物園の設置目的や植物管理への影響、近隣地域の住環境に十分配慮し、本事業を実施することとする。
３　本契約の他、本事業の実施運営は、別に定める業務仕様書に基づいて行うものとする。
第２条（業務の役割分担）

本事業を実施するために、甲乙が分担する業務の役割分担は以下のとおりとする。
・甲の役割：会場場所の提供、商店街等の周辺地域や関係団体との連携調整
・乙の役割：本事業の実施運営
第３条（乙が分担する業務の範囲）

本契約により乙が分担する業務の範囲は、令和７年度における「LIGHT CYCLES KYOTO」のコンテンツ制作事業者との契約に係る業務、会場運営に関する業務、入場券の販売及び管理業務、事業のマーケティング業務の他、大阪・関西万博との連携や府政に寄与する業務とし、詳細は、業務仕様書に定めることとする。
２　コンテンツの制作事業者は、Les Studios Moment Factory inc.（以下、「MF社」という。）とする。
第４条（開催場所及び期間等）
　　本事業の開催場所、期間及び時間は原則として下記のとおりとし、詳細は京都府立植物園及びMF社との協議により決定するものとする。
　　開催場所　京都府立植物園（京都市左京区下鴨半木町）
　　開催期間　令和７年　月　日（　）頃～　月　日（　）
　　開催時間　18時～21時30分（開始時間は時季により調整可）
第５条（事業経費及び納付金）
　　乙は、本事業に係る経費について、入場料等を乙において収入し、その入場料等の収入を用いて、事業実施に係る全ての経費を賄うものとする。
２　乙は、事業収支に関わらずに支払う納付金及びその加算額について、甲と協議の上納付することとし、その金額等は業務仕様書に定めることとする。

第６条（財産管理）

甲、乙は本事業に係る財産を、善良な意志を持って管理するものとする。
２　乙は、本事業の完了後は、使用した京都府立植物園の財産を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が事前に承認した場合はこの限りでない。
第７条（損害賠償）

　　乙は、その責めに帰すべき事由により、業務の処理に関し甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
第８条（著作権等）

　　本事業により得られた知的財産等の取扱いは、業務仕様書に定めることとする。
第９条（個人情報保護）

甲及び乙は、相手方の個人情報を厳重に管理し、これを外部に漏洩させてはならない。

２　甲及び乙は、相手方の個人情報を委託先等に配布する際は、事前に相手方の承諾を得なければならない。
３　前各項の他、個人情報の取扱いは、業務仕様書に定めることとする。
第10条（秘密保持）

甲及び乙は、契約期間中及び契約期間後において、業務上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。
第11条（譲渡等の禁止）

甲及び乙は、本契約上の地位、本契約にもとづく権利義務の全部又は一部を、相手方の書面による事前の同意がない限り、第三者に譲渡、貸与もしくは担保の目的に供してはならない。

第12条（権利放棄）

甲及び乙の一方が、相手方の特定の契約違反を許容し、その違反により発生する損害賠償請求権等の放棄をしても、その後の違反に対する権利を放棄するものではないことを、甲乙双方は確認する。

２　特定の条項の権利放棄を契約期限まで認める場合は、権利をもつ契約当事者が、書面にて放棄する旨を承諾しなければならない。

第13条（契約解除）

甲又は乙は、他の当事者が次の各号の一つに該当したときは、催告なしにただちに、本契約及びこれにもとづく個別契約の全部又は一部を解除することができる。

（１）乙がこの契約を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。
（２）乙が正当な理由なくして通常考えられる契約履行のための着手時期を過ぎても業務に着手しないとき。
（３）乙が正当な理由なくしてこの契約の各条項に違反したとき。
（４）乙が次のいずれかに該当するとき。
　　　ア　役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）であると認められるとき。
イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的　又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。
ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められるとき。

オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
カ　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

キ　乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。
２　乙は、甲が正当な理由なくしてこの契約の各条項に違反したときは、この契約を解除することができる。
３　甲及び乙は、契約解除等により相手方に対して与えた損害を賠償する義務を負う。

第14条（不可抗力）

本契約上の義務が、以下に定める不可抗力に起因して遅滞もしくは不履行となったときは、甲乙双方本契約の違反とせず、その責を負わないものとする。

（１）自然災害

（２）戦争、内乱、暴動、革命及び国家の分裂

（３）ストライキ及び労働争議

（４）火災及び爆発

（５）伝染病

（６）政府機関による法改正
（７）老朽化による施設設備等の故障

（８）その他前各号に準ずる非常事態

２　前項の事態が発生したときは、被害に遭った当事者は、相手方にただちに不可抗力の発生の旨を伝え、予想される継続期間を通知しなければならない。

３　不可抗力が90日以上継続した場合は、甲及び乙は、相手方に対する書面による通知にて本契約を解除することができる。
第15条（委託の禁止）
　　乙は、業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得たときは、この限りでない。
２　前項ただし書の場合、乙は、当該第三者に対してこの契約に定める乙の義務と同等の義務を課すとともに、当該委託に基づく当該第三者の行為の一切について、甲に対し責任を負うものとする。
３　前各項の他、業務の委託については、業務仕様書に定めるものとする。

第16条（契約期間）

本契約の期間は、●年●月●日から令和８年３月３１日までとする。

第17条（完了報告）
　　乙は、本事業の完了後は、甲に対し、直ちに業務完了報告を行うこととする。
第18条（関係法令の遵守）
　　乙は、本契約を履行するに当たり、労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、労働契約法（平成19年法律第128号）その他関係法令の適用基準を遵守しなければならない。
第19条（協議）

本契約に定めのない事項、又は本契約の条項の解釈に関して疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議のうえ、これを決定する。

第20条（合意管轄）

甲及び乙は、本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。
以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。
●年●月●日


　甲（住　所）　●●●


　　（名　称）　京都府立植物園アートナイトウォーク実行委員会



　　　　 実行委員長　　　　　●●●　　　印


　乙（住　所）　

　　（名　称）　



　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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